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外国銀行支店の現況

平成9年3月 平成20年3月 平成24年5月7日現在

外国銀行支店 92行 64行 57行

現地法人化した

外資系銀行
－ 1行 2行

○我が国への進出状況

（注）上記のほか、外資系信託銀行３行。

○総資産、預金、貸出金の状況

外国銀行支店の国内シェアはほぼ横ばい又は増加傾向であったが、リーマンショック以降は減少に転じてい
る。また、外国銀行支店の総資産の主な内訳は「有価証券」（18.3％）、「本支店勘定」（18.0％）、預け金（15.3％）
となっている。

平成9年3月 平成20年3月 平成23年3月

総資産
国内銀行 7,466 7,752(7,687) 8,413(8,367)

外国銀行支店 412 529(593) 309(356)

預金
国内銀行 4,711 5,545(5,492) 5,993(5,956)

外国銀行支店 93 116(169) 50(87)

貸出金
国内銀行 4,823 4,194(4,191) 4,251(4,247)

外国銀行支店 101 90(93) 47(51)

外国銀行支店
の国内シェア

総資産 5.2% 6.4%(7.2%) 3.6%(4.1%)

預金 1.9% 2.1%(3.0%) 0.8%(1.5%)

貸出金 2.1% 2.1%(2.2%) 1.1%(1.2%)

（千億円）

（注1）ゆうちょ銀行及び国内銀行の海外支店勘定を除く。
（注2）カッコ内の数値は現地法人化した外資系銀行を外国銀行支店に含めた数値。

（出典）「日本銀行統計」（日本銀行）等を基に作成。

※参入国：参入外国銀行数順

【6行】 韓国 【5行】 ｱﾒﾘｶ、台湾 【4行】ｲｷﾞﾘｽ、中国、ﾄﾞｲﾂ、ﾌﾗﾝｽ 【3行】ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

【2行】 ｲﾝﾄﾞ、ｵﾗﾝﾀﾞ、ｶﾅﾀﾞ、ｽｲｽ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 【1行】 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、ｲﾀﾘｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｽﾍﾟｲﾝ、ﾀｲ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、香港
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外国銀行支店に対する規制（１）

１．参入規制（免許制）

○外国銀行が日本で銀行業を営もうとするときは、主たる日本支店を設置して、「免許」を受けなけ

ればならない。

※主たる日本支店以外の支店の設置は、認可制。

２．外国銀行支店に対する規制

○我が国における外国銀行の支店全体を一の銀行とみなし、日本における代表者を取締役とみな

して、銀行法の規定を適用。

○外国銀行支店と邦銀とを同等に取り扱うことを基本。

⇒外国銀行支店の業務範囲に特段の制限なし。

○外国銀行支店の組織的特性等の事情を踏まえた規制。

⇒自己資本比率規制は、外国銀行本体及び外国銀行支店に適用。

※ただし、同規制に係る告示が定められておらず、実際には未適用。

⇒大口信用供与等規制の基準となる自己資本は、外国銀行本体の自己資本。

⇒利益準備金の積立（20億円に達するまで利益の１/10を計上）、利益準備金に相当する額の

資産（国債等）の国内保有義務 等

※積立額（20億円）は、外国銀行支店の事業規模に拘らず一律の規制。

○外国銀行支店（注）に対する規制の性質等を踏まえ、一定の規制は適用除外。

⇒最低資本金の額（20億円）

※いわゆる持込資本金はなし。

⇒子会社の業務範囲

⇒議決権取得制限 等
（注）そもそも我が国の銀行については株式会社に限定。
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３．預金保険制度

○外国銀行支店の預金は、預金保険制度の対象外。

○諸外国では、外国銀行支店に対しリテール預金の受入れ禁止（米、加等）、又は預金保険制度へ

の加入を義務付け（欧州等）との扱いがある。

４．特別清算（銀行法51条）

○外国銀行支店は、次のいずれかに該当するときは、日本にある財産の全部について清算をしなけ

ればならない。

・外国銀行に対する銀行業の免許が取り消されたとき。

・銀行業の廃止、合併・会社分割による事業承継等、解散、外国銀行に対する銀行業の免許が効力

を失ったとき。

※会社法では、監督官庁による外国会社の特別清算通告権が廃止されたが、BCCI東京支店の例を踏まえ銀行法

に規定（銀行法51条5項）（平成17年改正）。

（参考）BCCI東京支店の特別清算

BCCI（ﾊﾞﾝｸ･ｵﾌﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｱﾝﾄﾞ･ｺﾏｰｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ）は、ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸを本拠とする多国籍の外国銀行。昭和61年5

月に我が国銀行法に基づく免許を受けて、東京支店を設置。不正経理等により、平成3年7月5日、本店所在地のﾙ

ｸｾﾝﾌﾞﾙｸ通貨監督庁から業務停止の命令を受け、BCCI東京支店も臨時休業。

大蔵省（当時）は、商法の規定に基づき、7月22日、東京地方裁判所に対し東京支店が閉鎖の状況にある等の通

告を行い、同日、同裁判所は、商法431条（当時）の規定に基づく特別清算の開始を命令。

外国銀行支店に対する規制（２）
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（参考）外国銀行支店に対する参入規制の沿革

○旧銀行法（昭和２年）（1927年）

本法施行地外に本店を有する銀行が本法施行地内に支店、出張所又は代理店を設け銀行業
を営もうとするときは、各営業所ごとに代表者を定めて銀行業の免許を受けなければならない。

○銀行法（昭和57年）（1982年）

外国の法令に準拠して外国において銀行業を営む者が日本に支店又は代理店を設けて日本に
おいて銀行業を営もうとするときは、当該支店又は代理店の代表者を定めて、当該支店又は代理
店ごとに、銀行業の免許を受けなければならない。

※出張所の設置は、認可制。

○平成14年4月1日（2002年）

「銀行法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第117号）により、外国銀行支店の設置に係
る都度の免許制について、２支店目以降の設置を認可制に改正。

○平成18年4月1日（2006年）

「銀行法等の一部を改正する法律」（平成17年法律第106号）により、代理店による参入を禁止。

※銀行・外国銀行支店に対し、グループ内（親・子・兄弟）の外国銀行の業務の代理・媒介を解

禁（平成20年12月12日）

4



大口信用供与等規制（１）

◇我が国における大口信用供与等規制の概要
銀行・グループ、銀行持株会社グループに対して、 ①銀行資産の危険分散、②銀行の信用の広く

適切な配分、といった観点から、特定の企業・グループに対する貸出等の信用供与等が銀行等の自

己資本の一定割合を超えることを禁止。

① 信用供与等の範囲
○対象は法令で限定列挙

⇒貸出金、 債務保証、 出資、社債、ＣＰ、ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引に係る信用リスク相当額、ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ等

※ただし、上記のうち、公募社債、ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ勘定のＣＰ、デリバティブ取引に係る信用リスク相当

額は、当分の間適用し ないとされている。

○次のものは対象とされていない。

⇒国債（ソブリン）、インターバンク取引、金融機関預け金、オフバランス取引（コミットメント等）等

② 信用供与等の額
○オンバランス取引は、貸借対照表計上額（簿価）

※有価証券の貸借対照表計上額が帳簿価額を上回る場合における当該貸借対照表計上額と帳

簿価額との差額は、 信用供与等の額から控除。

※自行の預金担保、担保国債等の額は、信用供与等の額から控除。

（注）オフバランス取引は、対象とされていないため定めがない。

※以下は銀行法を例に説明したもの。
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大口信用供与等規制（２）

③ 信用供与等の限度額（自己資本の額に対する割合）

※「自己資本の額」とは、自己資本比率規制における自己資本の額（Tier1+Tier2）に、次の調整をした額

・その他有価証券について貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％に相当する額を含めない。
・連結自己資本比率における連結自己資本に関連会社（持分法適用会社）の単独の自己資本をそのまま加算する。

④ 与信側グループの合算範囲
銀行及びその連結子会社、関連会社（持分法適用会社）

⑤ 受信側グループの合算範囲
受信者及びその議決権50%超の支配関係にある子会社、親会社、親会社の子会社（兄弟会

社）等
※欧州では、議決権による支配関係のほか、実質的な支配関係や経済的な相互関係性に基づき判断

⑥ やむを得ない理由
受信者の合併等のやむを得ない理由（法定）があるとして承認を受けた場合は、適用除外

（注）銀行持株会社に対する大口信用供与等規制

銀行持株会社（グループのみ）に対する大口信用供与等規制は、基本的には銀行（グループ）に対する

規制と同様。 ただし、銀行持株会社が行うグループ会社への出資の額は、信用供与等の範囲から除外。

受 信 サ イ ド 銀行主要株主

単 体 グループ 単 体 グループ

与信
サイド

銀行（単体） ２５％ ４０％ １５％ ２５％

銀行（グループ） ２５％ ４０％ １５％ ２５％
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受信側・与信側グループの範囲

※網掛け（実線）が合算対象となる受信側グループ

同一人
自身

親会社の
子会社

親会社の連結子
会社（除く子会社）
・持分法適用会社

同一人
自身の
子会社

親会社

親会社の連結子
会社（除く子会社）
・持分法適用会社

受信側グループ 与信側グループ

銀行
銀行持株
会社の
子会社

銀行持株会社の連結
子会社（除く子会社）
・持分法適用会社

銀行持株会社

銀行の
子会社

銀行の連結子会社
（除く子会社）

・持分法適用会社

銀行の
孫会社 ※網掛け（実線）が合算対象となる

与信側グループ
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銀行持株会社がグループ外であるＡ社に出資し、関連会社とした場合、それまで制限なく
行っていたＡ社からその子会社に対する信用供与は、大口信用供与等規制の対象となり制
限される。このため、銀行グループの再編に支障を及ぼすおそれがある。

大口信用供与等規制の課題（１）

銀行 子会社

銀行持株会社

子会社
Ａ社

（銀行持株会社の
関連会社）

出資

○ 出資のケース

○ 潜脱のケース

銀行グループ（与信側）

Ａ社グループ（受信側）

信用供与

銀行

迂回融資・名義分割

Ａ社とＢ社の間には、出資関係はないが、人事・取引等においては緊密な関係にある。大口
信用供与等規制において、Ａ社はＢ社の（受信側）グループ外であるため、Ａ社を介した迂回
融資・名義分割が行われた場合は、規制から逃れられることとなる。

Ｂ社
（受信側）

信用供与 Ａ社

信用供与

実際はＢ社への
信用供与
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大口信用供与等規制の課題（２）

○ 通貨先物取引のケース

Ａ Ｘ銀行 Ｂ

Ｘ銀行の「勝ち」

円売り

ドル買い

Ｘ銀行は、Ａとの間で円売りドル買いの通貨先物取引を行っている。また、Ｘ銀
行は、当該取引のカバー取引をＢとの間で行っている。

この場合、円安ドル高の局面においては、Ｘ銀行はＡとの間で「勝ち」ポジション
となる。一方、Ｂとの間では「負け」ポジションとなる。

Ｘ銀行の「負け」

カバー取引

仮に、上記の状況で、Ａが破綻した場合、Ｘ銀行の「勝ち分」は実現しないことと
なる。他方、Ｂとの間の「負け分」は引き続き残存することとなる。

⇒取引規模によっては、銀行に多額の支払い義務のみが残るおそれ。

見 合
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（参考）大口信用供与等規制の沿革（１）

○銀行条例（明治23年）（1890年）

銀行の１債務者に対する貸出金は、資本金の10％以内に制限（明治28年廃止）。

○旧銀行法（昭和２年）（1927年）

明文の規制なし（旧銀行法制定に先立った大正15年の金融制度調査会における大口融資規制の是非の検討の
結果、法律によって規制せず、行政指導に委ねることが適当とされた）。

○昭和49年12月（1974年）

金融制度調査会答申「大口融資規制に関する答申」（昭和49年11月）を踏まえ、通達により、銀行の１債務者に対
する貸出金の合計は、自己資本（資本金＋準備金）の20％以内に制限。

○銀行法（昭和57年4月）（1982年）

金融制度調査会答申「普通銀行のあり方と銀行制度の改正について」（昭和54年6月）を踏まえ、通達による規制
に代えて、旧銀行法の全面改正に当たり、銀行（単体）の債務者（単体・グループ）に対する大口信用供与規制を法
制化。具体的には、銀行（単体）の債務者（単体・グループ）に対する貸出金は、自己資本（資本金＋準備金）の20％
以内に制限。※債務者（グループ）の範囲は法定されず。

○昭和61年5月（1986年）

通達改正により、次のとおり付加（昭和62年度から適用）。

※「自己資本」とは、資本金及び準備金をいう。

※「関連子会社」とは、子会社のうち、①親会社への売上高等が親会社の総仕入高等の10%以上、②総資産額が親会社の総資産額

の10%以上、 ③資本の額が親会社の資本の額の10%以上、のいずれかに該当するもの。
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○平成5年4月(1993年）

金融制度調査会答申「新しい金融制度について」（平成3年6月）を踏まえた「金融制度及び証券制度の改革のた
めの関係法律の整備等に関する法律」（金融制度改革法。平成4年法律第87号）により、銀行（単体・グループ）の
債務者（単体・グループ）に対する大口信用供与規制を法制化。具体的には、「銀行＋子銀行」の債務者（単体）に
対する貸出金は、「合算自己資本－子銀行株式の取得価額」の20％以内に制限。 ※債務者（グループ）の範囲
は法定されず。

○平成5年（1993年）

通達改正により、次のとおり付加。

○平成9年12月（1997年）

独占禁止法における持株会社の解禁を受け、「持株会社の設立等の禁止の解除に伴う金融関係法律の整備等
に関する法律」（平成9年法律第120号）による銀行法改正により、銀行持株会社グループに対する連結ベースの
大口信用供与等規制を法制化。具体的には、銀行持株会社（グループ）の受信側（単体、グループ）に対する信用
供与（貸出金、信用保証）は、自己資本（資本金＋準備金）の20％以内に制限。

○平成10年12月(1998年）

金融制度調査会「銀行グループのリスク管理等に関する懇談会報告書」（平成10年1月）を踏まえ、「金融システ
ム改革のための関係法律の整備等に関する法律」（金融システム改革法。平成10年法律第107号）による銀行法
改正により、銀行（単体、グループ）、受信側（単体、グループ）に係る規制の整備、信用供与等の範囲の拡大、自
己資本の基準を自己資本比率規制の自己資本に変更。

○平成14年4月（2002年）

金融審議会第一部会報告「銀行業等における主要株主に関するルール整備及び新たなビジネス・モデルと規制
緩和等について」（平成12年12月）を踏まえ、「銀行法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第177号）による
銀行法改正により、銀行主要株主に対する大口信用供与等規制の導入。具体的には、信用供与限度額は、銀行
主要株主の単体は15％以内、グループは25％以内に制限。

（参考）大口信用供与等規制の沿革（２）

与信側 受信側 信用供与の範囲 信用供与限度額

銀行単体＋子銀行 受信者単体 貸出金＋債務保証 （合算自己資本－子銀行株式の取得価額）の３０％

銀行単体＋子銀行 受信者＋受信者の関連子会社 貸出金＋債務保証 （合算自己資本－子銀行株式の取得価額）の４０％
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金融規制を巡る国際的な議論（１）

（１）国際的に活動する銀行の自己資本・流動性規制（バーゼルⅢ）

自己資本比率規制の見直し、定量的な流動性規制の導入

（２）大口信用供与等規制

より効果的かつより国際的に一貫した規制の策定

（３）システム上重要な金融機関

G-SIFIs（グローバルなシステム上重要な金融機関）に対する資本上乗せ規制、 実効的な破綻
処理の枠組みに関する国際基準、監督の密度と実効性の確保

（４）店頭デリバティブ市場改革

適当な場合における取引所又は電子取引基盤を通じた取引、中央清算機関を通じた決済、
取引情報蓄積機関への報告 等

リーマンショック（ 2008年9月）の危機の経験を踏まえ、G20首脳会合、
バーゼル銀行監督委員会、 FSB（金融安定理事会）などにおいて金融危

機を防止するための国際的な金融規制改革について議論。

国際的な金融規制改革の主な課題
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○ 1997年9月

「実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原則」（バーゼル・コア・プリンシプ

ル）を発表。※原則10： 大口エクスポージャー規制

○ 1999年10月

「バーゼル・コア・プリンシプル」における個々のプリンシプルの遵守状況を評

価するためのガイダンスとして「コア・プリンシプル・メソドロジー」を発表。

○ 2006年10月

「バーゼル・コア・プリンシプル」及び「コア・プリンシプル・メソドロジー」を改定。

現在、バーゼル銀行監督委員会は、大口エクスポージャー部会を設置して、銀
行による信用リスクの集中に対処するための、より効果的かつより国際的に一貫
した規制の策定を目指して、新しい大口信用供与等規制について議論を行ってい
る。

金融規制を巡る国際的な議論（２）

バーゼル銀行監督委員会による大口エクスポージャー規制を巡る国際的な議論
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バーゼル銀行監督委員会「コア・プリンシプル・メソドロジー」（抜粋）

原則１０： 大口エクスポージャー規制

監督当局は、ポートフォリオ内の集中を経営陣が認識し、管理することが可能となるような方針及
びプロセスを銀行が有していることを確認しなければならず、単一のカウンターパーティーあるいは
関連のあるカウンターパーティー・グループに対する銀行のエクスポージャーを制限する健全性維
持のための上限を設定しなければならない。

（注）関連のあるカウンターパーティーには、財務上のつながり、所有者や経営陣が共通することに

よるつながり、あるいはそれらの組み合わせによるつながりのある自然人および会社グループが

含まれる。

必須基準

１． 法律又は規則により、「関連のあるカウンターパーティー・グループ」がリスク・エクスポージャー

の実態を反映するかたちで明確に定義されているか、もしくは監督当局に定義する権限が与えら

れている。監督当局は、当該定義をケース・バイ・ケースで適用するための裁量を行使できる。

２． 法律、規則又は監督当局は、単一のカウンターパーティーもしくは関連のあるカウンターパーテ

ィー・グループに対する大口エクスポージャーに関する健全な限度を設定している。「エクスポージ

ャー」には、オン・バランス及びオフ・バランスの全ての債権及び取引が含まれる。監督当局は、上

級管理職がこれらの限度を監視していること、及び単体ベースでも連結ベースでも限度が超過さ

れていないことを確認する。
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３． 監督当局は、銀行が、個別のカウンターパーティー及び関連のあるカウンターパーティー・グ

ループに対するエクスポージャーを適時に識別し、合計することを可能にする経営情報システ

ムを有することを確認する。

４． 監督当局は、リスク管理に関する銀行の方針及びプロセスにおいて、与信の集中に関する

許容限度が定められ、全ての大きな集中を定期的にレビューのうえ取締役会に報告すること

が義務付けられていることを確認する。

５． 監督当局は、セクター別、地域別及び通貨別エクスポージャーを含め、銀行のポートフォリ

オ内の集中をレビューできる情報を定期的に入手する。集中が大きなリスクをもたらしている

とみられる場合、監督当局は銀行に対し是正措置を採ることを求める権限を有する。

補足基準

１．銀行は、以下の定義を遵守することを求められる。

・ 銀行の自己資本の１０パーセントないしそれ以上を、大口エクスポージャーと定義する。

・ 銀行の自己資本の２５パーセントを、民間セクターにおける銀行以外のカウンターパーティー

あるいは関連のあるカウンターパーティー・グループに対する個別の大口エクスポージャー

の上限とする。

これらの上限からの僅かな逸脱は、特に明らかに一時的なものである場合、あるいは非常に
小規模な銀行又は専門化した銀行の場合は、容認され得る。
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① 目的

以下を確保しながら、金融機関を破綻処理することを可能とする

• 深刻な金融システムの混乱回避
• 納税者負担の回避
• 株主や担保で保護されない債権者に損失を吸収させることを可能とするメカ

ニズムを通じた重要な経済的機能の確保

② 対象となる金融機関
「主要な特性」を備えた破綻処理制度は、（外国金融機関支店を含む）あらゆるシス

テム上重要な金融機関に対し適用されるべき

• 経営陣の選解任、破綻金融機関を管理する者の任命
• 破綻金融機関の財産の管理処分（契約の解除・資産の売却等）
• ブリッジ金融機関の設立
• ベイルイン（無担保債権のカット又は株式化）の実行 等

③ 当局の権限
破綻処理を行う当局は、以下を行う権限を含む、広範な権限を有するべき

先般の金融危機を踏まえ、金融機関が万一破綻にいたるような場合においても、秩序あ
る処理を可能とする枠組みを整備するため、FSB（金融安定理事会）において「金融機関の

実効的な破綻処理の枠組みの主要な特性」が策定された（2011.10)。

「金融機関の実効的な破綻処理の枠組みの主要な特性」（FSB）

金融規制を巡る国際的な議論（３）
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④ 早期解約条項の発動の停止
破綻処理を行う当局は、デリバティブ契約等の早期解約条項の発動を一時的に

（例えば、２営業日以内）停止する権限を有するべき

⑤ 破綻処理のための基金

秩序だった破綻処理のためになされる一時的な資金提供のコストを賄うた
め、民間資金で賄われる預金保険、破綻処理基金、又は業界から事後徴
収するメカニズムが設けられるべき
当局による一時的な資金供給は、モラルハザードを防止するため、厳格な
要件の下でなされるべき

⑥ クロスボーダーの協力のための法的枠組み
破綻処理を行う当局は、他国の当局と協調しながら破綻処理を行う権限を有する

べき（本国破綻処理との関係）

⑦ グローバルなシステム上重要な金融機関（ G-SIFIs ）について再建・破綻処理計画

を策定

⑧ G-SIFIs毎の破綻処理の実行可能性の評価 等
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金融審議会「我が国金融業の中長期的な在り方に関するワーキング・グループ」について

○ 平成23年3月、大臣より諮問。

「我が国金融機関の国際競争力の強化、地域経済における金融機能の向上、更に

は両者があいまって我が国経済・金融業の一層の発展を図るための中長期的な課

題等について検討」

○ 平成23年6月、金融審議会「我が国金融業の中長期的な在り方に関するワーキン

グ・グループ」設置。計14回の会合を開催。

我が国金融業が、中長期的に、実体経済を支え、かつ、それ自身が成長産業とし

て経済をリードしていくために、以下の論点を検討。

－ 我が国における金融業の国際競争力の強化

－ 地域経済における金融機能の向上

－ 国民のニーズに合った金融サービスの提供

○ 平成24年5月28日、報告書「我が国金融業の中長期的な在り方について（現状と

展望）」を取りまとめた。

同報告書は、我が国金融業が直面する現状を踏まえ、その中長期的な在り方の

展望を中間的に取りまとめたものとの位置づけ。

我が国金融業の中長期的な在り方について

18



平成24年5月28日

・ 国内経済社会の構造変化 （外に向かってのグローバル化）
―　人口減少を伴う少子高齢化 ・ 我が国金融機関の国際展開の「広がり」
―　需要不足・供給過剰、デフレ と「厚み」（現地化）の向上
―　地域経済の疲弊 ―　グローバルネットワークの整備と活用 企業向けグローバル金融サービス
―　価値観・ライフスタイルの多様化（環境 ―　現地通貨調達、実践的・専門的現地情報収集 （外に向かってのグローバル化）
　　 意識の高まりを含む） ・ 店舗網、システムネットワークの整備 ・ 我が国金融機関の国際展開を阻害

―　自前進出／買収 する国内外の規制・制度の見直し
・ 人材育成、現地職員の登用 ・ 政府系金融機関等との戦略的連携

（内なるグローバル化） （内なるグローバル化）
・ グローバル経済の進展 ・ 我が国金融資本市場の魅力向上のための市場 ・ 我が国金融資本市場の魅力向上

―　海外の高成長を取り込む動き インフラ整備の推進（再保険市場・制度の活用 のためのインフラ整備
―　企業の国際展開、個人による海外投資 を含む） ―　アジアでも評価される我が国市場
―　「投資立国」への歩み 　　 の独自性の模索

　　・・・例えば、アジアの現地通貨取引

・ ①中小企業の再生・健全化、 企業向けローカル金融サービス
・ 国際的な規制強化が進む中、 ②地域の面的再生、 ・ 金融機関による成長資金供給を

我が国金融システムの相対的安定性 ③新産業の振興や新たな街づくり 阻害する要因の是正
・ 商業銀行モデルを再評価する動き 　　・・・例えば、５％ルール

・ リスク・テイクを実行していく態勢の整備 ・ 金融機関によるリスク変換機能等
―　リスク変換機能の強化 の積極的な発揮を促す環境の整備
　　・・・不動産担保等に依存しない投融資 　　・・・例えば、ＡＢＬ
　　・・・ファンドの利用 ・ 金融機関による経営基盤の拡充・強化
―　情報生産機能の拡充 を支援
　　・・・「産・学・金＋官」の連携
　　・・・目利き人材の育成、外部専門家の活用 個人向け金融サービス
―　人材・ノウハウ面、財務面、組織面の変革 ・ 個人向けサービスの充実に向けた
　　 （統合・再編や連携・提携の推進等） 人材の強化、金融リテラシー向上、

新たな担い手の参入・育成等
・ 個人資金の成長資金への転換

・ 多様化する金融サービス利用者のニーズに的確に ―　機関投資家のリスク変換機能
応えられるような金融商品の開発・販売態勢を 　　 による成長資金供給能力の拡充

（金融機関） 構築することが課題 ―　新たな資金媒介経路の開拓
・ リスク変換機能と情報生産機能の発揮 　　・・・例えば、市民ファンドの育成
・ 顧客目線に立った経営戦略 ・ 人材育成（プロフェッショナル・レスポンシビリティー
・ 経営基盤の整備・拡充 の涵養等）、金融商品・サービスの透明性向上 官民ラウンドテーブルの活用
・ 金融人材の育成 ・ 機関投資家の資産運用の在り方の見直し ・ プリンシプルの共有
（金融資本市場） ・ 商品開発に向けた経営努力 ・ アクションプランの策定
・ 我が国企業・個人の投資活動の「ベース」 ・ 独立系の金融仲介業者の育成、中立的な金融
・ アジアを中心としたグローバルな資金 アドバイザーの育成、製販分離の在り方の見直し

循環の中核 ・ 販売チャネルの在り方の見直し

「我が国金融業の中長期的な在り方について（現状と展望）」の概要図

新たなフェーズ

我が国経済の

金融規制環境の

我が国経済の
新たなフェーズ①

金融機能の向上・活性化
に向けた

官民「共働」の取組み

新たなフェーズ②

企業向け金融サービス

創り出す金融業に向けて

（ローカルな展開）

（グローバルな展開）

個人向け金融サービス

企業向け金融サービス

顧客が認める価値を

「金融の役割」

①実体経済を支えること

②金融自身が成長産業として経済をリードすること

喫緊
の

課題
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報告書「我が国金融業の中長期的な在り方について（現状と展望）」の抜粋

第３章 政府の役割

１．企業向け金融サービスの発展のために求められる政府の役割

（１）企業向け金融サービスのグローバルな展開

（外に向かってのグローバル化）

① 我が国金融機関の国際展開は国内外の規制・制度により影響を受ける。金融機関が国際

展開を進める際、海外市場において民間では対応困難な問題に直面し、国際展開が妨げら

れることがあり、金融当局等による支援が有効な場合がある。金融当局は、金融機関ととも

に、国際的な情報収集を行いつつ、現地当局に対し、障害となっている規制の改革を働きか

けていく必要がある。・・・（中略）・・・

他方、国内の金融規制の制度や運用が、外国の規制との兼ね合いで海外展開の妨げとな

る場合もあり得る。当該国内規制の目的と効果を十分勘案し、必要に応じ、その見直しが検

討されるべきである。

（２）企業向け金融サービスのローカルな展開

金融機関がその機能を発揮し、産業の再生・再編を支え、新産業育成を支援していくために

は、人材・ノウハウ面、財務面、組織面そして企業風土面などにおける課題がある。他方、金

融当局には、金融機関が機能発揮をする際に障害となる規制等を除去し、機能発揮を促す環

境を整備していくことが求められる。

① 金融機関がリスク変換機能等を発揮して成長資金を供給しようとする際に障害となる制度

上・運用上の要因があれば、金融当局は、その是正に向けた対応策を検討する必要があろ

う。
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（イ） 金融機関の財務の健全性等確保を目的とした法令またはガイドライン等に基づく諸規制
がリスク変換機能発揮に対し過度の抑制効果を働かせていないか、再点検も必要であろ

う。

例えば、金融機関が事業再生局面にある中小企業等に出資する場合、議決権の取得に
関するいわゆる「５％ルール」があるため、企業が少額の出資しか得られないことがあり得
る。同ルールを緩和することが、地域金融の向上に資する場合もあり得よう。健全性維持等
の政策目的を踏まえつつ、同ルールを緩和する場合の程度や条件などについて更に議論を

深めていくことが考えられる。

また、例えば、リスク変換機能の発揮という観点からは、金融機関のリスク管理態勢構築
に関しても、投融資先企業の過去の実績に焦点を当てたバックワード・ルッキングなリスク分
析にとどまっているのでは不十分である。その企業さらにはその地域全体の将来的な成長
可能性や事業リスクをフォーワード・ルッキングに多面的・総合的に捉えていく視点が重要と
なる。金融当局においても、金融機関によってそのような態勢作りが進められるよう、適切な
環境を整備していくことが求められる。

② 金融機関のリスク変換機能や情報生産機能の積極的な発揮を促すような環境整備も必要

である。

（イ） （略）

（ロ） 不動産担保等に依存しないリスク・テイク手法の増強も重要である。ABL については、対
抗要件に関する法的脆弱性や動産の資産価値測定におけるコスト高といった問題の解決に
向けて、外部専門家の助言、業界団体を通じたノウハウの共有を促すことや制度面の改善
等を図っていくことが有効であろう。また、電子債権の普及を金融当局として積極的に後押し
していくことも重要であろう。さらに、DDS 等の活用を含め、擬似エクイティ等の資金供給の

手法を多様化していく必要があろう。
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２．個人向け金融サービスの発展のために求められる政府の役割

（１）顧客目線に立った金融商品・サービスの提供

個人向け金融サービスにおいて金融業に求められている役割は、資金運用者そして生活者
としての個人の多様化するニーズに対し、よりきめ細かく対応するとともに、そのリスク変換機
能を発揮して、個人の金融資産を成長資金へと変換し、我が国経済の成長へとつなげていく
ことにある。そのためには、担い手たる金融仲介業者の一層の機能発揮が必要であり、新た
な担い手の参入も望まれる。金融当局は、こうした機能発揮に向けた環境整備を行っていく必
要がある。

①

（略）

（ニ） 生活者としての個人に対する金融サービスの向上も、官民が「共働」して取り組むべき課

題である。人口減少・少子高齢化、地域経済の構造変化等を踏まえると、銀行、保険、信
託、消費者ローン、決済サービスなど多様な金融サービス業が、今後、変容を迫られよう。
金融当局としても、金融機関が、変化に応じて柔軟に新たなサービスを開発し提供できるよ
う環境の整備を進めるべきである。その際、金融の公共性という観点から、地域における金
融サービスの確保にも留意する必要がある。
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